
１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

広域農道より上の農地については、現状での農地・耕作道では、地区内でも担っていけない。今後、基盤整備が
実施できれば、農地中間管理機構を活用して、集積・集約化し地域内の中心経営体が担っていく。また、新規就
農者や他地区の経営体も含めた農地流動化を目指す。

地区の農地の形状として、谷間が続く中山間地であり、大規模な基盤整備事業は望めないため、小規模基盤整
備事業への取組の検討を行う。

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 4.6 ｈａ

（備考）

アンケート結果によると、西有家町の縮小・離農したい耕作面積が３２．９ｈａに対し、拡大したい中心経営体の意
向面積が２．３５ｈａと大幅に少なかった。新たな農地の受け手の確保が必要である。
見岳地区の広域農道より上については、狭小な農地が多く、道路も狭かったり、無いため借り手の確保が困難で
ある。
また、水稲の作付意欲はあるけど、１～２人の関係者での水路管理ができなくて、作付けしていない水田がある。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

③地区内における７５才以上の農業者の耕作面積の合計 11.9 ｈａ

ⅰ　うち後継者未定または不明の農業者の耕作面積の合計 10.7 ｈａ

①地区内の耕地面積 107.9 ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 87.2 ｈａ
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